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平成 17 年度 3月 17 日専決補正予算
主 な 事 業 一 覧 表



一般会計 3月17日専決

担当課

事業名

単位：千円

補正前 補正額 国庫 県 地方債 その他 一般財源

2.1.7 110,395 169,150 -33,925 225,100 -22,025 

事業の説明

歳入積算根拠（特定財源）
　補助対象経費、補助率など

上記のとおり

事業の概要（手段、具体的なやり方、手順、開催時期、場所等）
      対象（誰、何を対象にしているのか）
      意図（対象をどう変えるのか、何を狙っているのか）

　
  本市における情報通信格差の早期解消と、平成23年までに全てのテレビジョン放送がデ
ジタル化されることによる新たな難視聴地域の発生の予防を図り、その地域住民の福祉の
向上と生活の利便性を高めることを目的として、ケーブルテレビ未整備地域の整備を行
う。

対象地区：北谷地区、高城地区　　　対象世帯：820世帯

歳出積算根拠（金額）

申請していた合併特例事業債が採択されたことに伴い、4年間分割払いの債務負担行為の
設定解除を行い、一括払いへ変更。また起債を充当することと入札減による総事業費の減
額により一般財源が減額となる。

総事業費        307,600千円
　
　事業者負担 307,600 × 1/8 =  38,450千円
　市補助金   307,600 × 7/8 = 269,150千円

　　合併特例事業債（市債）237,000（起債対象）×95%＝225,100千円
　　市町村合併支援交付金（県補助金）　　　20,0

補正額の財源内訳
予算科目

情報政策課

高度情報化（新世代地域ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ施設整備事業費補助金）

金額


